
平成２７年１１月１０日
国 土 交 通 省

「水防法等の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令」及び

「下水道法施行令及び公害防止事業費事業者負担法施行令の一部を改正する政令」

について（閣議決定）
１．背景

下水道機能を持続的に確保するため、維持修繕基準の創設等について定める「水防法等の一部

を改正する法律」（平成27年法律第22号。以下「改正法」という。）が平成27年5月20日に公布され

た。

今般、改正法の公布の日から起算して６月を超えない範囲内において施行することとされてい

る規定を施行するため、所要の事項を定める必要があることから、「下水道法施行令」（昭和34年

政令第147号）及び「公害防止事業費事業者負担法施行令」（昭和46年政令第146号）の一部を改正

する。

２．概要

（１）水防法等の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令
雨水公共下水道の創設、事業計画の記載事項の追加、下水道施設の維持修繕基準の創設等に関す

る法の規定の施行期日を平成 27年 11月 19日とする。
（２）下水道法施行令及び公害防止事業費事業者負担法施行令の一部を改正する政令
［１］雨水公共下水道の創設

指定都市が設置する雨水公共下水道の事業計画は、都道府県に協議することとする。

［２］事業計画の記載事項の追加

① 公共下水道又は流域下水道（以下「公共下水道等」という。）の事業計画の協議を申し出よ

うとするときは、土地利用の状況を記載した書類並びに維持管理に要する費用を含む工事費の

予定額及びその予定財源を記載した書類を添付しなければならないこととする。

② 公共下水道の主要な管渠又は流域下水道の管渠以外の点検の方法又は頻度の変更について

は、協議等を要しないこととする。

［３］下水道施設の維持修繕基準の創設

公共下水道等の維持又は修繕に関する技術上の基準その他必要な事項は以下のとおりとする。

① 公共下水道等の構造等を勘案して、適切な時期に、公共下水道等の巡視を行い、清掃等の機

能を維持するために必要な措置を講ずること。

② 公共下水道等の点検は、適切な時期に、目視その他適切な方法により行い、下水の貯留等に

より腐食するおそれが大きいものとして国土交通省令で定める排水施設の点検は、５年に１回

以上の適切な頻度で行うこと。

③ 災害の発生時において、速やかに、公共下水道等の巡視を行い、損傷等の異状を把握したと

きは、可搬式排水ポンプ又は仮設消毒池の設置等の公共下水道等の機能を維持するために必要

な応急措置を講ずること。 等

※上記のほか、所要の改正を行う。

３．今後のスケジュール
閣議決定：平成２７年１１月１０日（火）

公 布：平成２７年１１月１３日（金）

施 行：平成２７年１１月１９日（木）

問い合わせ先

水管理・国土保全局下水道部下水道企画課 橘、橋口

連絡先：03-5253-8111（内線34-122,34-114）03-5253-8427（直通）

03-5253-1596（FAX）


